
12 広報

●国　保 ●老人保健

●福祉医療

世帯数　　　　　　　　　　　６，８０９戸
被保険者数　　　　　　　　１４，３７３人
 （老人保健以外　　　　　　１０，５３９人）
総医療費　　　　　　１８，１８６万５千円
１人あたり医療費　　　　　１７，２５６円

２２２

加入者　　　　　　　　　　　５，４２８人
総医療費　　　　　　２９，０９６万４千円
１人あたり医療費　　　　　５３，６０４円

受給者　　　　　　　　　　　３，４４０人
個人負担への助成額　　１，７１１万９千円
１人あたり助成額　　　　　　４，９７６円

若年者納付猶予制度をご存知ですか？若年者納付猶予制度をご存知ですか？若年者納付猶予制度をご存知ですか？
　国民年金は、日本国内に住む２０歳以上６０歳未満のすべての方が加入する制度です。保
険料の納付を続けることで、年をとられたときの老齢基礎年金や、万が一のときの障害基
礎年金、遺族基礎年金を受け取ることができる制度です。
　経済的な理由等で保険料を納付することが困難な場合は、申請することにより、保険料
の納付が免除・猶予となる「保険料免除制度」や「若年者納付猶予制度」があります。
　国民年金の保険料免除制度の所得審査は、申請者本人のほか配偶者・世帯主の所得も
審査の対象となるため、一定以上の所得がある親と（世帯主）と同居している若年者は、保
険料免除制度を利用することができません。
　他の年齢層と比べて所得が少ない若年層（２０歳台）の方が、保険料免除制度を利用でき
ず、将来、年金を受け取ることができなくなることを防止するため、申請することにより保
険料の納付が猶予され、保険料の後払いができる制度が「若年者納付猶予制度」です。
　若年納付猶予は、申請者本人と配偶者のみで所得要件を審査します（所得基準は、全額
免除と同じです）。
　この納付猶予の承認を受けた期間は、老齢基礎年金の年金額には算入されませんが、老
齢基礎年金・障害基礎年金・遺族基礎年金を受給するための資格期間には算入されます。
　また、将来受け取る年金額が少なくならないように、納付猶予の承認を受けた期間は、
１０年以内であれば後から保険料を納付することができる追納制度があります（猶予の承
認を受けた期間の翌年度から起算して３年目以降に追納する場合は、当時の保険料額に
経過した期間に応じて加算額が上乗せされますので、早めの追納をお勧めします）。
　若年者納付猶予の申請の手続きは市役所の国保年金係です（原則として、毎年度手続き
が必要です）。
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